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２ 給与関係業務 

 

 人事委員会は、職員の適正な給与水準の確保と社会一般の情勢に適応した給与制度の確立を図るため、地方公務員法の関

係条項に基づき、民間、国、他の地方公共団体の給与水準や給与制度について調査、分析、研究し、その結果を基に給与報

告・勧告などを行うとともに、給与条例等の改正等に対する意見の提出、給与条例等で委任された事項についての規則等の

制定などを行っている。 

 

(1) 職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告 

   地方公務員法第８条第１項第２号の規定に基づき、職員及び県内民間従業員の給与等の実態を調査して、その結果を

分析比較するとともに、労働経済情勢に関する各種情報を収集し、また、標準生計費を算出するなど、職員の給与制度

の運用及び改善に必要な調査研究を行っている。そして、同法第８条、第14条及び第26条に基づき、これらの結果と国

の給与改定の動向等を県議会及び知事に対して報告し、併せて給与の改定措置に関する勧告を行っている。 

  平成27年度においては、10月14日に報告及び勧告を実施した。その要旨は、次のとおりである。 

 

＜職員の給与等に関する報告及び勧告の要旨＞ 

① 職員の給与 

   職員の給与等の実態を把握するため、「平成27年職員給与等実態調査」（４月１日現在）を実施 

（調査対象：69,134人） 

 

② 民間の給与 

    職員の給与と民間の給与との精確な比較を行うため、「平成27年職種別民間給与実態調査」を実施し、４月分の県

内民間従業員の給与等の実態を把握 

（調査対象：企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の事業所3,052事業所のうち697事業所） 

注：697事業所のうち調査完了事業所は576事業所（調査実人員は38,227人） 

 

③ 職員の給与と民間の給与との比較（公民較差） 

         （Ａ）職員の給与（行政職員）                  400,236円   

         （Ｂ）民間従業員の給与（事務・技術関係職種）  402,972円   

         較 差（Ｂ）－（Ａ）                        2,736円   

                                                        （0.68％）  

注：民間従業員の給与は、「きまって支給する給与」から時間外手当及び通勤手当を除いたものであり、職員の

給与もこれに相当するもの。 

 

④  本委員会の見解 

ア 本年の給与改定 

(ｱ)  月例給 

a 給料表 

初任給を中心とした若年層に重点を置きながら、給料表全体を引上げ 

b 地域手当 

  公民較差の解消及び給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、支給割合を0.6％引き上げて10.6％

に改定 

      ｃ 住居手当 

   支給限度額を500円引き上げて28,500円に改定 

(ｲ)  期末手当・勤勉手当（ボーナス） 

支給月数を0.10月分引き上げて勤勉手当に配分 

勤勉手当の支給月数は６月期及び12月期が均等になることが基本であるが、本年度は任命権者が配分を検討し

決定 
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(ウ) 実施時期 

平成27年４月１日に遡及して実施（ただし、期末手当・勤勉手当については、本年度にあっては(イ)により任

命権者が定める配分に応じた日、平成28年度以降にあっては平成28年４月１日から実施) 

イ 給与制度の総合的見直し 

平成26年10月の報告・勧告に基づいて、本年４月から実施している見直しの一環として、平成28年度においては

次の事項を実施 

(ｱ) 地域手当の支給割合の引上げ 

    0.9％引き上げて11.5％に改定 

(ｲ)  単身赴任手当の支給額の引上げ 

基礎額（現行26,000円）を30,000円に改定、加算額の限度（現行58,000円）を70,000円に改定 

(ウ) 実施時期 

   平成28年４月１日から実施 

ウ その他の給与上の課題 

(ｱ) 教員の給与 

副校長・教頭の職務職責に応じた給与について課題認識。教育職給料表はもとより本県の給料表全体について

引き続き調査研究。併せて、教員の管理職手当の見直しの必要性等について検討 

(ｲ)  初任給調整手当 

医師等の職員数の変化、採用や離職の実態、支給実態を踏まえ、初任給調整手当を含めた医師等の給与の在り

方について検討 

エ  公務運営 

  (ｱ) 人材の確保・育成 

ａ 多彩な人材の確保  ｂ 職員の意欲・能力を活かす人事制度 ｃ  女性職員の活躍促進 

(ｲ) 柔軟で多様な働き方の実現と勤務環境の整備 

ａ フレックスタイム制及びテレワークの導入 ｂ 総実勤務時間の短縮   

ｃ  子育て・介護を行う職員の支援 ｄ 健康管理対策の推進 e 職場におけるハラスメントの防止 

(ｳ)  雇用と年金の接続 

(ｴ) 再任用職員の勤務条件 

ａ 給与 ｂ 休暇等の勤務条件 

 

⑤  勧告（全文） 

本委員会は、職員の給与について、報告において述べた事柄に十分留意して、次の措置をとられるよう勧告しま

す。 

１ 本年の給与改定について 

    平成27年４月の職員の給与と民間従業員の給与の較差を解消するため、次の措置をとること。 

   (1) 給料表 

ア 職員の給与に関する条例（昭和32年神奈川県条例第52号。以下「給与条例」という。）に規定する給料表を

別記第１（略）のとおり改定すること。 

イ 学校職員の給与等に関する条例（昭和32年神奈川県条例第56号。以下「学校職員給与条例」という。）に規

定する給料表を別記第２（略）のとおり改定すること。 

ウ 任期付研究員の採用等に関する条例（平成14年神奈川県条例第５号）に規定する給料表を別記第３（略）の

とおり改定すること。 

エ 任期付職員の採用等に関する条例（平成15年神奈川県条例第４号）に規定する給料表を別記第４（略）のと

おり改定すること。 

( 2 ) 地域手当の支給割合を100分の10.6とすること。 

    ( 3 ) 住居手当の支給限度額を28,500円とすること。 
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 (4) 期末手当及び勤勉手当 

ア 平成27年度の支給月数 

(ｱ) 給与条例及び学校職員給与条例の適用を受ける職員（特定幹部職員を除く。）については、年間に支給

される勤勉手当の支給月数を1.6月（再任用職員にあっては、0.75月）とすること。 

(ｲ) 給与条例及び学校職員給与条例の適用を受ける職員のうち特定幹部職員については、年間に支給される

勤勉手当の支給月数を2.0月（再任用職員にあっては、0.95月）とすること。 

(ｳ) 任期付研究員の採用等に関する条例及び任期付職員の採用等に関する条例の適用を受ける職員について

は、年間に支給される期末手当の支給月数を3.15月とすること。 

(ｴ) (ｱ)から(ｳ)までの支給月数の改定にあっては、年間で引き上げる支給月数の６月期及び12月期への配分は、

任命権者の定めるところによること。 

イ 平成28年６月期以降の支給月数 

(ｱ) 給与条例及び学校職員給与条例の適用を受ける職員（特定幹部職員を除く。）については、６月期及び

12月期に支給される勤勉手当の支給月数をそれぞれ0.8月（再任用職員にあっては、それぞれ0.375月）とす

ること。 

(ｲ) 給与条例及び学校職員給与条例の適用を受ける職員のうち特定幹部職員については、６月期及び12月期

に支給される勤勉手当の支給月数をそれぞれ1.0月（再任用職員にあっては、それぞれ0.475月）とすること。 

(ｳ) 任期付研究員の採用等に関する条例及び任期付職員の採用等に関する条例の適用を受ける職員について

は、６月期及び12月期に支給される期末手当の支給月数をそれぞれ1.575月とすること。 

(5)  上記(1)から(3)までの措置は平成27年４月１日から、上記(4)アの措置は同(ｴ)により任命権者が定める配分に

応じた日から、上記(4)イの措置は平成28年４月１日から実施すること。 

２ 給与制度の総合的見直しについて 

    平成28年４月１日から、地域手当の支給割合を100分の11.5とすること。 
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(2) 給与改定の概要 

平成27年10月14日に行った職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告の主旨等に沿って、職員の給与に関

する条例等の一部を改正する条例等が、平成28年第１回県議会定例会に平成28年２月15日提案、同年３月22日可決、同

月25日公布された。 

 

（概 要） 

  ① 平成27年度給与改定 

   ア 給料表の改定（平成27年４月１日適用） 

     本委員会の勧告どおり、給料表を引上げ改定 

   イ 勤勉手当の改正 

平成27年12月期に支給する勤勉手当の支給月数（平成27年12月１日適用） 

[一般の職員]                   

         一般職員  0.85月（従前 0.75月）   特定幹部職員  1.05月（従前 0.95月） 

      [大学学長等]   0.90月（従前 0.85月）  

[再任用職員] 

         一般職員  0.40月（従前 0.35月）   特定幹部職員  0.50月（従前 0.45月） 

    ウ 地域手当の支給割合の改正（平成27年４月１日適用） 

     平成27年度の地域手当の支給割合 10.6％（従前 10.0％） 

エ 住居手当の改正（平成27年４月１日適用） 

     ２分の１加算額 17,500円（従前 17,000円） 

 

 ② 平成28年度給与改定（平成28年４月１日施行） 

   ア 勤勉手当の改正 

 平成28年度以降に支給する勤勉手当の支給月数 

[一般の職員] 

         一般職員  0.80月 （従前 0.85月）    特定幹部職員  1.00月（従前 1.05月） 

      [大学学長等]   0.875月（従前 0.90月） 

[再任用職員] 

         一般職員  0.375月（従前 0.40月）    特定幹部職員  0.475月（従前 0.50月） 

   イ 地域手当の支給割合の改正 

     平成28年度の地域手当の支給割合 11.5％（従前 10.6％） 

 

  ③ その他（平成28年４月１日施行） 

    通勤手当の改正 

交通用具使用者に係る通勤手当の上限額の引上げ 31,600円（従前 30,500円） 
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(3) 条例案に対する意見の提出 

 平成27年度において、職員の給与に関する条例等の改正に当たり、地方公務員法第５条第２項の規定による県議会から

の求めに応じて、同法第８条第１項第３号の規定により、次のとおり意見を申し出た。 

 

＜ 条 例 案 に 対 す る 意 見 の 提 出 状 況 ＞ 

 

意見提出 

年 月 日 
条  例  案 意  見  の  内  容 

27.12.９ 神奈川県立大野山乳牛育成牧場条例を廃止

する条例のうち職員の特殊勤務手当に関す

る条例の一部改正に関する部分（定県第123

号議案）  

  

この条例案のうち、職員の特殊勤務手当に関する条例の一部

改正に関する部分は、神奈川県立大野山乳牛育成牧場条例の廃

止に伴い、当該牧場に勤務する職員の家畜等取扱手当に係る規

定の削除等を行おうとするもので、異議ありません。 

 

28.１.15 職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例案 

 この条例案は、地方公務員法の一部改正に伴い、同法の規定

を引用する条例の規定を整理するものであり、異議ありません。 

 

28.２.25 神奈川県個人情報保護条例等の一部を改正

する条例のうち職員の退職手当に関する条

例の一部改正に関する部分（定県第27号議

案） 

 

この条例案のうち職員の退職手当に関する条例の一部改正に

関する部分は、行政不服審査法の全部改正に伴い、同法の規定

を引用している法律番号及び条項の規定を整理するものであ

り、異議ありません。 

 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を

改正する条例（定県第32号議案） 

この条例案は、職員の勤務実態等を勘案して特殊勤務手当に

ついて所要の改正を行うものであり、異議ありません。 

 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与

等に関する特別措置に関する条例等の一部

を改正する条例のうち公立の義務教育諸学

校等の教育職員の給与等に関する特別措置

に関する条例の一部改正に関する部分（定

県第34号議案） 

 

この条例案のうち公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与

等に関する特別措置に関する条例の一部改正に関する部分は、

学校教育法の一部改正に伴い、定義規定に新たな学校の種類を

追加するものであり、異議ありません。 

 職員の退職手当に関する条例の一部を改正

する条例の一部を改正する条例（定県第35

号議案） 

この条例案は、職員の退職手当の在職期間の算定に係る経過

措置の廃止に伴い、所要の改正を行うものであり、異議ありま

せん。 

  

 職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（定県第176号議案） 

この条例案は、本委員会が行った職員の給与等に関する報告

及び勧告を勘案して所要の改正を行うとともに、地方公務員法

の一部改正等に伴い、所要の改正を行うものであり、異議あり

ません。 

 

 学校職員の給与等に関する条例等の一部を

改正する条例（定県第177号議案） 

この条例案は、本委員会が行った職員の給与等に関する報告

及び勧告を勘案して所要の改正を行うとともに、地方公務員法

の一部改正等に伴い、所要の改正を行うものであり、異議あり

ません。 
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 任期付研究員の採用等に関する条例及び任

期付職員の採用等に関する条例の一部を改

正する条例（定県第178号議案） 

この条例案は、本委員会が行った職員の給与等に関する報告

及び勧告を勘案して所要の改正を行うとともに、地方公務員法

の一部改正に伴い、所要の改正を行うものであり、異議ありま

せん。 
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(4) 人事委員会規則及び運用通知の制定改廃 

 地方公務員法第８条第５項に基づき、平成27年度中に公布された給与関係の規則は35件で、その内訳は、制定１件、一

部改正34件である。 

 給与関連の条例、規則の施行に当たり、その適切な運用を図り、細目的な解釈及び取扱いを規定するために条例、規則

の運用について通知したものは11件である。 

 これらの規則及び運用通知の概要は、次のとおりである。 

 

＜  規  則  関  係  ＞ 

 

公布年月日 番号 適用年月日 規 則 の 制 定 又 は 改 廃 の 概 要 

27. 5.19 

27. 5.19 

 

27 

28 

27. 5.19 

27. 5.19 

 

職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

ア 条例改正により平成27年度以降の６月期及び12月期の勤勉手当の平均支給月

数が変更されたことから、勤勉手当の成績率の上限について６月期の率を引上げ

12月期の率を引下げるため、成績率の上限を定める第14条を改正した。 

イ 独立行政法人通則法の改正により法人の分類が変更されたことから、手当の

支給対象職員について定める第３条及び在職期間等について定める第７条中、

「特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改めた。 

  また、改正後の独立行政法人通則法が施行された平成27年４月１日前に特定

独立行政法人職員として在職した期間を在職期間等として算入する旨、改正附

則に規定した。 

 

27. 5.29 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27. 5.29 

 

 

 

 

 

 

 

 

任期付研究員及び任期付職員の給料の切替えに伴う経過措置に関する規則(制定) 

平成27年４月１日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の

適用を受ける職員で、その者の給料月額が、同日において受けていた給料月額に達

しないこととなる者には、平成31年３月31日までの間、給料月額のほか、その差額

に相当する額を給料として支給することとなった（任期付研究員の採用等に関する

条例等の一部を改正する条例（平成26年神奈川県条例第88号）附則第５項）。 

この規定の適用から除外する職員として、切替日以降に育児短時間勤務等を開始

し、又は終了した職員を規定するとともに、当該職員の給料の切替えに伴う給料の

算定方法等に関する規則を制定した。 

 

27. 5.29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27. 6. 1 

 

 

 

 

 

 

 

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

ア 火薬類取締等業務手当 

本庁組織の再編に伴い、当該手当の支給対象機関及び業務を規定する第14

条第１項第４号中の「環境農政局環境部資源循環課、環境農政局環境部廃棄物

指導課」を「環境農政局環境部資源循環推進課」に改正した。 

イ 用地交渉等手当 

県土整備局都市部交通企画課において、新たにリニア中央新幹線の建設に必

要となる用地買収を行うため、当該手当の支給対象機関を規定する第30条第

１項に「県土整備局都市部交通企画課」を追加した。 

 

27. 5.29 

 

33 

 

27. 5.29 学校職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

ア 夜間緊急業務手当 

新型インフルエンザ等の危機管理対応に係る業務を当該手当の支給対象業務

に加えるため、当該手当の支給対象業務を定める第６条を改正した。 
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※ 支給対象となる業務 

① 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における情報収集、災害予

防及び災害応急対策の実施、関係機関との連絡調整等 

② ①に相当する業務として人事委員会が定めるもの 

イ 教員特殊業務手当 

    部活動又は保健・安全的行事における指導業務について、週休日又は休日に

おいて引き続き４時間以上従事したときに日額2,800円を支給する業務を部

活動における生徒に対する指導業務に限定するため、教員特殊業務手当額を定

める別表を改正した。 

27. 5.29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34 

38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27. 5.29 

 

 

 

 

 

 

27. 6. 1 

 

職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

ア 平成24年１月１日から、行政職給料表(1)６級相当職以上の職員について、

給料月額及び管理職手当の給与上の減額措置（行政職給料表(1)６級相当職は

0.35／100減額、７級相当職以上は0.55／100減額）を行っている。 

給料月額に係る減額措置が平成31年３月31日をもって廃止されることから、

管理職手当についても同様に廃止するため、減額措置を規定している附則第３

項（学校職員規則：附則第４項）中の「当分の間」を「平成31年３月31日ま

での間」に改正した。 

イ 本庁組織の再編による新たな職の設置及び職名の変更が行われることから、

支給の対象となる職及び区分を定める別表第１を改正した。（職員のみ） 

27. 5.29 

 

 

37 

 

 

27. 6. 1 

 

 

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

 本庁組織の再編による新たな職の設置及び職名の変更が行われることから、級別

職務分類基準を定める別表第１を改正した。 

 

27.12.22 

 

 

 

 

42 

 

 

 

27.10. 1 

 

 

 

 

職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

被用者年金制度に関し、共済年金が厚生年金に一元化されたことに伴い、共済年

金に係る規定を引用していた第２条について、厚生年金に係る規定を引用するよう

改正した。 

 

27.12.22 

 

 

 

 

43 

 

 

 

 

27.12.22 

 

 

 

 

失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則 

失業者の退職手当の受給資格者が公共職業訓練等を受講する場合に届け出る第６

号様式について、同様式で引用する職業能力開発促進法第15条の６が同法の改正に

より第15条の７に繰り下げられたため、同様式中の「第15条の６」を「第15条の

７」に改正した。 

 

28. 3.25 

28. 3.25 

 

1 

2 

 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

 

職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

交通用具の利用者に係る通勤手当について、平成26年勧告に基づき支給額を改定

するため、支給額を定める別表を改正した。 

28. 3.25 

28. 3.25 

 

 

 

3 

4 

 

 

 

 

27.12. 1 

27.12. 1 

 

 

 

職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

条例改正により、平成27年度の12月期の勤勉手当の平均支給月数が変更された

ことから、勤勉手当の成績率の上限について12月期の率を引き上げるため、成績率

の上限を定める第14条を改正した。 
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28. 3.25 

28. 3.25 

 

5 

6 

27. 4. 1 

27. 4. 1 

 

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

 ア 給料表の改定に伴い、昇格後の号給の一部を変更する必要があるため、 

別表第７の「昇格時号給対応表」を改正した。 

 イ 本年度の昇格者のうち、アの改正により昇格後の号給が改正前の号給に達し

ない職員等について、改正による不均衡の発生を防止するため、経過措置を附

則において規定した。 

(ｱ) 平成27年４月１日から施行日の前日までの間に昇格した職員のうち、改

正後の昇格時号給対応表による号給が、改正前の昇格時号給対応表による

号給に達しない職員の昇格時の号給については、改正前の昇格時号給対応

表による号給とした（附則第２項）。 

(ｲ) 施行日から平成28年３月31日までの間に昇格した職員のうち、(ｱ)との均

衡上必要があると認められる職員の昇格時の号給については、改正前の昇

格時号給対応表による号給とすることができることとした（附則第３項）。 

 

28. 3.25 

 

7 

 

28. 4. 1 

 

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則 

義務教育等教員特別手当の職務・職責に応じた支給月額の見直しに伴い、特別支

援学校の幼稚部に勤務する者に支給する月額を１／２から全額支給とするため、義

務教育等教員特別手当の月額を定める第４条の規定を改正した。 

 

28. 3.25 

28. 3.25 

 

8 

9 

 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

 

職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則 

職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離に応じて支給する単身赴任手当の加

算額について、各交通距離の区分における額を引き上げるため、加算額を定める第

４条第３項を改正した。 

 

28. 3.25 

28. 3.25 

 

10 

11 

 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

 

職員の時間外勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の時間外勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

時間外勤務手当等基礎額を算定する場合に減ずる時間（休日分相当時間）は、こ

れまで算出の基礎となる年間の休日数を「19日」に固定して算定していたが、平成

28年度から「当該年度の実際の休日数」とするため、第３条の「147時間15分」を

「国民の祝日に関する法律に規定する休日（土曜日を除く。）及び12月29日から翌

年１月３日まで（同法に規定する休日・日曜日・土曜日を除く。）の日数の合計に

７時間45分を乗じて得た時間」に改めた。 

 

28. 3.25 

 

12 

 

27. 4. 1 

 

教育職員の給料月額の加算に関する規則の一部を改正する規則 

給料表改定に伴い、教育職給料表の４級（副校長・教頭）である者に対して支給

される教職加算額を引き上げるため、第２条の加算額を改正した。 

 

28. 3.25 

28. 3.25 

 

13 

14 

 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

 

職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 

学校職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 

基礎額を２万6,000円としていた経過措置の期間（平成27年４月１日から平成

31年３月31日までの間）の終期を、「平成28年３月31日」とするため、平成27

年改正規則附則第２項を改正した。 

 

28. 3.29 

28. 3.29 

 

19 

20 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

 

職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

ア 条例改正により、平成28年度以降の６月期及び12月期の勤勉手当の平均支給 
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月数が変更されたことから、勤勉手当の成績率の上限について、６月期の率を引

き上げ、12月期の率を引き下げるため、成績率の上限を定める第14条を改正し

た。 

イ  育児休業の承認に係る期間が１箇月以下である育児休業を取得した職員に

ついては、当該育児休業期間を勤勉手当の在職期間から除算しない旨を規定し

た。 

ウ 行政不服審査法の改正により、行政庁の処分に対して不服を申し立てる手続

きが、審査請求に一元化されるため、第７条の４中の「不服申立て」を「審査

請求」に、「不服申立期間」を「審査請求期間」に改めた。 （職員のみ） 

 

28. 3.29 

28. 3.29 

 

21 

22 

 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

 

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

 ア 地方公務員法の改正に伴い、職員の分限に関する条例において、降給の種類

として「降号」が規定されることから、第41条の２として、降号させる場合の

号給を２号給下位の号給とすることを定める規定を追加した。 

イ 降格させる場合の号給の決定方法について、従来の同額又は直近下位とする

方式から、「降格時号給対応表」に定める号給とする方式に改めるため、第23

条を改正するとともに、別表第７の２として「降格時号給対応表」を追加した

（従来の別表第７の２→別表第７の３）。  

また、降格させる場合の級の決定方法を明確化するため、降格後の職務に応

じた下位の級に決定することを定める規定を追加した。（第22条の２） 

ウ 地方公務員法の改正において、具体的な職務内容を規定した「等級別基準職

務表」を給与に関する条例に定めることとされたことに伴い、条例の他に職務

の級の分類の基準となるべき職務内容を定めている別表第１の「級別職務分類

基準表」を改正した。 

エ 学校教育法の改正により、学校の種類に、小中一貫教育を実施する「義務教

育学校」が追加されることに伴い、学歴免許等の資格区分を定める別表第３の

「中学校卒」の資格に、「義務教育学校の卒業」を追加した。 

オ 職員の任用に関する規則（以下「任用規則」という。）の改正により、人事委

員会が選考により昇任させる職を、管理職手当を支給する職としたことに伴い、

平成28年度の昇任に伴う規則第19条第１項第１号の承認級への昇格のうち、

管理職手当を支給する職が存しない級への昇格（教育職給料表を除く。）につい

て、同号の規定にかかわらず、人事委員会の承認を得ることを要しない旨を規

定した。 

併せて、任用規則において、人事委員会による昇任選考の対象から除かれて

いる教育職給料表の対象職員について、全ての承認級への昇任に伴う昇格にお

いて、人事委員会の承認を得ることを要しない旨を規定した。 

カ 本庁機関の組織再編により、新たな職の設置及び廃止が行われることから、

級別職務分類基準を定める別表第１を改正した。 

また、本庁機関の組織再編により、特別な機関として設置されていたヘルス

ケア・ニューフロンティア推進局が廃止されることから、当該別表の備考の「特

別な機関」を削除した。 

28. 3.29 

28. 3.29 

 

23 

24 

 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

 

職員の給料の切替えに伴う経過措置に関する規則の一部を改正する規則 

学校職員の給料の切替えに伴う経過措置に関する規則の一部を改正する規則 

初任給規則の改正により、新たに降号及び降格時号給対応表が規定されることに

伴い、平成27年４月から実施している給与制度の総合的見直しに伴う経過措置（現 

給保障）について定めている本規則の関係規定を整備した。 
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ア 平成26年改正条例附則第５項に基づき経過措置が設けられる職員から除外す

る職員を規定する第２条に「（切替日以降に）降号をした職員」を加えた。 

イ  初任給規則において、昇格の際に付与されたメリット等を除いた給料を降格時

の給料とする降格時号給対応表を規定することを受けて、降格又は降号時の経過

措置額の算定方法を改めた。 

 

28. 3.31 

 

 

 

 

 

 

34 

 
 

 

 

 

 

28. 4. 1 

 

 

 

 

 

職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

行政不服審査法の改正により、行政庁の処分に対して不服を申し立てる手続きが、

審査請求に一元化され、また、審査請求期間が、処分があったことを知った日の翌

日から起算して60日以内から３か月以内に延長されるため、第１号～第８号及び第

10号～第11号様式中の「不服申立て」を「審査請求」に、「60日以内」を「３か月

以内」に改めるなど、法改正の趣旨に沿った規定に改めた。   

 

28. 3.31 

 

 

 
 

35 

 

 

 

 

28. 4. 1 

 

 

 

職員の給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則 

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則別表第１の「級別職務分類基準表」の

見直しを行ったことから、第２条第２号の「前号に準ずる監督業務を行う者」及び

第８条第７号の「歯科技工士」を削った。 

 

28. 3.31 

 

36 

 

28. 4. 1 

 

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の勤務実態等を勘案した見直し及び組織再編に伴い、次の手当について改正

した。 

ア 税務手当 

    手当が日額化されたため、税務手当額を定める別表第１を月額から日額に改

正した。 

    本庁組織の再編に伴い、当該手当の支給対象機関及び業務を定める第２条第

１項及び当該手当の額を定める別表第１中の「総務局財政部徴収対策課」を「総

務局財政部税務指導課」に改正した。 

イ 保健福祉業務等従事手当 

本庁組織の再編に伴い、当該手当の支給対象機関を定める別表第２中の「保

健福祉局保健医療部保健予防課」を「保健福祉局保健医療部がん・疾病対策

課」に改正した。 

ウ 家畜等取扱手当 

平成28年３月31日をもって大野山乳牛育成牧場が廃止されるため、当該所

属を支給対象機関として定める第９条第４項第５号を削除し、現行の第６号

以下の号をそれぞれ繰り上げた。 

本庁組織の再編に伴い、当該手当の支給対象機関を定める第９条第２項中

の「保健福祉局生活衛生部食品衛生課」を「保健福祉局生活衛生部生活衛生

課」に改正した。 

エ 火薬類取締等業務手当 

水質汚濁防止法に規定するし尿処理施設の立入検査の業務を行う職員の所

属について、環境科学センターから大気水質課及び県政総合センター環境部

に変更するため、支給対象機関を定める第14条第１項第５号を改正した。 

本庁組織の再編に伴い、当該手当の支給対象機関を定める第14条第１項第

４号中の「保健福祉局生活衛生部環境衛生課」を「保健福祉局生活衛生部生

活衛生課」に改正した。 

オ 用地交渉等手当 

本庁組織の再編に伴い、当該手当の支給対象機関を定める第30条第１項中 

の「教育局行政部まなびや計画推進課」を「教育局行政部教育施設課」に改 
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   正した。 

カ 災害応急作業等手当 

箱根山の噴火警戒のため、噴火により重大な災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合において警戒区域等で行う災害状況の調査等の業務

の支給対象機関に安全防災局安全防災部災害対策課、地域県政総合センター

（総務部及び環境部に限る。）、温泉地学研究所、自然環境保全センターを追

加するため、支給対象機関を定める第36条第１項を改め、噴火に係る当該手

当の支給対象機関を新たに第３項に定めた。 

キ 警察業務手当 

・ 重要物件の捜査本部における捜査等の業務で心身に著しい負担を与える

ものを定める第38条第５項を削除した。 

・ 規則で定める犯罪に起因するか否かの判定が著しく困難な死体に対して

行う検視等の業務が日額2,700円から体額2,700円に改正されたため、支給

対象となる死体及び業務を新たに第７項に定めた。 

また、当該改正に伴い、東日本大震災に対処するための警察業務手当の

特例のうち、同様の検視を１日に10体以上行う場合の日額の特例が廃止さ

れたため、支給対象となる業務及び支給額を規定した附則第11項を改正し

た。 

・ 警察業務手当額を定める別表第４について次のとおり改正した。 

(ｱ)  国際緊急援助活動の業務に支給される手当額の上限を日額6,000円か

ら8,000円に改正した（第５号の２）。 

(ｲ)  地域警察官等が従事する警戒又は警らの業務について日額310円から

300円に改正した（第15号）。 

(ｳ)  支給対象業務から次の業務を削除した。 

① 術科の専従指導業務（第14号） 

② 道路上における自動車運転免許技能試験業務（第17号） 

③ 無線電話の通信業務（第18号） 

(ｴ)  支給対象業務に次の業務を追加した。 

      海上保安庁の巡視船に乗り組み、遠隔地の離島の周辺海域で行う水上警

戒業務（第17号） 日額1,100円 

 

28. 3.31 

 

37 

 

28. 4. 1 

 

学校職員の給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則 

学校教育法の改正により、学校の種類に、小中一貫教育を実施する「義務教育

学校」が追加されることに伴い、教育職給料表の適用範囲を定める第２条に「義

務教育学校」を追加した。 

28. 3.31 

 

39 

 

28. 4. 1 

 

職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

本庁機関の組織再編による新たな職の設置及び職の廃止が行われることから、

支給の対象となる職及び区分を定める別表第１を改正した。 

また、本庁機関の組織再編により、特別な機関として設置されていたヘルスケ

ア・ニューフロンティア推進局が廃止されることから、同表備考２の「特別な機

関」を削除した。 
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＜ 運 用 通 知 関 係 ＞ 

 

通知年月日 番号 適用年月日 運 用 通 知 の 制 定 又 は 改 廃 の 概 要 

27. 5.19 

27. 5.19 

 

42 

43 

 

27. 5.19 

27. 5.19 

 

 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正 

学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正 

独立行政法人通則法の改正により法人の分類が変更されたことから、手当の支

給対象について定める第８項及び第９項並びに在職期間等について定める第12項

及び第16項中の「特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改めた。 

 

27. 5.29 

 

53 

 

27. 5.29 

 

学校職員の特殊勤務手当に関する規則の運用についての一部改正 

規則第６条第１項第２号に規定する「人事委員会が定めるもの」について、次

の各本部の下で行われる危機管理に関する情報の収集、関係機関との連絡調整等

の業務とするため、「夜間緊急業務手当関係」に規定を加えた。 

① 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部 

② 新型インフルエンザ等対策本部 

③ 危機管理対策会議及び危機管理対策本部 

  ④ ①から③までに掲げる本部に相当する危機管理対応のための市町村の本

部 

    

28. 1.19 

28. 1.19 

230 

231 

28. 1.19 

28. 1.19 

 

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の運用についての一部改正 

学校職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の運用についての一部改正 

  農業改良助長法施行令の一部改正に伴い、同施行令を引用していた別表の「学

歴免許等資格区分表 １ 甲表」について、所要の改正を行った。 

 

28. 3.31 

28. 3.31 

 

311 

312 

 

 

28. 4. 1 

 

28. 3.31 

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の運用についての一部改正 

学校職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の運用についての一部改正 

ア 地方公務員法の改正に伴い、初任給規則に定める級別職務分類基準表、級別

資格基準表等の改正を行ったことから、規則の改正に対応する箇所について、

所要の改正を行った。 

イ 職業能力開発促進法施行規則の改正に伴い、職業能力開発総合大学校の特定

応用課程の卒業を、大学４卒の学歴免許等の資格に相当するものとして評価す

るため、別表「学歴免許等資格区分表 １ 甲表」を改めた。 

 

28. 3.31 

 

 

313 

 

28. 3.31 

 

福祉職給料表の適用を受ける職員の初任給等の特例についての一部改正 

「児童福祉施設最低基準」の題名が「児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準」に改められたことに伴い、同省令を引用していた箇所について、所要の改正

を行った。 

 

28. 3.31 

28. 3.31 

 

314 

315 

28. 4. 1 

28. 4. 1 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正 

学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正 

ア 育児休業の承認に係る期間が１箇月以下である場合には、期末手当と同様に

当該育児休業期間を勤勉手当の勤務期間から除算しないよう規則を改正した

ことに伴い、育児休業期間の延長の承認を受けた場合の期末手当の取扱い等を

定めた第10項関係に、勤勉手当に係る取扱いを追加した。 

イ 行政不服審査法の改正により、行政庁の処分に対して不服を申し立てる手続

きが、審査請求に一元化され、また、審査請求期間が、処分があったことを知

った日の翌日から起算して60日以内から３か月以内に延長されるため、第１号 

  様式及び第２号様式中の「不服申立て」を「審査請求」に、「60日以内」を 
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  「３か月以内」に改めるなど、法改正の趣旨に沿った規定に改めた。 

 

28. 3.31 

 

 

316 28. 4. 1 

 

職員の特殊勤務手当に関する規則の運用についての一部改正 

ア 夜間緊急業務手当の支給対象業務に、東部漁港事務所に勤務する職員が強風

時における警察署長の指示その他交通の危険が生ずるおそれがある場合に行

う当該事務所が漁港管理者として所管する漁港施設（橋）の通行規制業務等を

追加するため、「８ 夜間緊急業務手当関係」を改めた。 

イ 条例第47条第１項第18号に規定されていた「通信業務」について、条例改

正により当該業務が支給対象業務から削除されたため、「11 警察業務手当関

係」から規定を削除した。 

ウ 規則第38条第５項に規定されていた「人事委員会が定める捜査本部」につい

て、規則改正により当該業務が支給対象業務から削除されたため、「11 警察

業務手当関係」から規定を削除した。 

エ 犯罪に起因するか否かの判定が著しく困難な死体に対して行う検視等の業

務を明確化するため、当該業務の対象となる死体及び業務を「11 警察業務手

当関係」に規定した。 

オ 条例改正により「海上保安庁の巡視船に乗り組み、遠隔地の離島の周辺海域

で行う水上警戒業務」が新たに支給対象となったことに伴い、条例第47条第

１項第17号に規定する「遠隔地の離島の周辺海域で行う水上警戒業務で人事

委員会が定めるもの」について、領海内において我が国の主権を侵害すること

を意図する外国公船の間近に接近して進路規制、警告等を行う巡視船に乗り組

んで行う警戒等の業務等とするため、「11 警察業務手当関係」に規定を追加

した。 

カ 規則の改正により、引用規定中に項ずれが生じたため、規定を整備した。 
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(5) 基準承認及び個別承認 

  人事委員会規則に基づき、人事委員会の承認、指定又は別に定めることとされている事項の運用については、一括し

た基準として承認する方法と個々に承認等をする方法とによって行っている。 

  平成27年度における基準承認及び個別承認の件数は、次のとおりである。 

①� 基準承認（一部改正、指定等を含む。） 

ア 初任給規則等関係     ８件 

イ 手当関係            ４件 

 

② 個別承認 

ア 給与承認 

    （職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則又は学校職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則に基づく承認） 

 
知  事 警  察 教  委 そ の 他 合    計 

件 人 件 人 件 人 件 人 件 人 

 初任給10～18条関係   18     80   12     47    9    130    0      0 39      257 

 昇格等19～23条関係    2    433    7    237    3    125   4   17 16      812 

 表異動24～27条関係    5     71    1      1    0      0    1      1 7       73 

 その他37～46条関係    3     16    0      0    3      5    0      0  6       21 

合   計   28  600   20    285   15    260   5   18 68 1,163 

 

 

（職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則又は学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則に基づく承認） 

           １件     ３人 

 

イ 在勤基本手当等の号の承認 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則第５条第４項又は外国の地方公共団体の

機関等に派遣される市町村立学校県費負担教職員の処遇等に関する規則第５条第４項） 

            ３件     ５人 

 


